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愛知県総合教育センター研究紀要 第112集（令和４年度） 

 

これからの時代に求められる資質・能力を育む学びの 
在り方に関する研究  

― 県立高等学校「総合的な探究の時間」の計画と実践 ― 
 

 高等学校での「総合的な探究の時間」は，教科・科目等で身に付けた資質・能力を探究課題の

解決に向けて活用することで実社会や実生活の中で発揮できるように高める場として要であると

言えるが，各学校における取組状況にはさまざまな課題が見られる。本研究では，高等学校にお

ける「総合的な探究の時間」の充実に焦点化した計画と実践に関わる研究を行うことで，これか

らの時代に求められる資質・能力を育む学びの在り方について明らかにするとともに，その成果

を県内の各学校に広く普及・還元することを目標として進めた。 

 

 ＜検索用キーワード＞ 高等学校 総合的な探究の時間 資質・能力 探究課題 探究活動 

クランボルツ理論  
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１ はじめに 

 平成30年３月に告示の高等学校学習指導要領では，生徒が各教科・科目等の特質に応じた「見方・

考え方」を働かせながら学ぶことを通して，豊かな創造性を備え，持続可能な社会の創り手となるた

めに必要な資質・能力を育んでいくことができるよう，教育活動の充実を図るべき旨が示された。そ
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の中で，「総合的な探究の時間」では，自己の在り方・

生き方に照らし，自己のキャリア形成の方向性と関連

付けながら自ら問いを見いだし探究する力を育成す

ること（資料１）が強調されている。つまり，「総合

的な探究の時間」は，各教科・科目等で身に付けた資

質・能力を探究課題の解決に向けて相互に関連付けな

がら活用させることで，実社会・実生活の中で総合的

に発揮できる力にまで高める場であり，正に資質・能力の育成にとって要となる活動と言える。 

そこで，学校現場における「総合的な探究の時間」の充実に焦点化した調査研究を行うことにより，

これからの時代に求められる資質・能力を育む学びの在り方について明らかにし，その成果を県内の

各学校に普及・還元することを目的として令和２年度から３年間にわたって研究を進めた。 

 

２ 研究の目的 

 平成31年度から先行実施されている「総合的な探究の時間」は，育てたい資質・能力を明らかにさ

れないまま取り組まれていたり，展開が学年や教科ごとに任されていることが多く全体目標とのつな

がりが薄かったりしているなど，さまざまな課題が見られている。「総合的な探究の時間」を実施する

に当たって課題を解決し，充実させていくために参考となる指導資料を開発を目的とした。 

 

３ 研究の方法 

 県立高等学校５校を研究協力校に指定して，代表委員と所員による研究協議を行い，研究協力校で

の実践や協議を通して，その内容について成果と課題を検証した。令和２年度（研究１年目）は，各

研究協力校で「総合的な探究の時間」の検討委員会を組織して，３学年を見通した全体計画及び次年

度に実施する第１学年の年間計画の策定を中心に行った。令和３年度（研究２年目）は，第１学年の

実施を踏まえて，生徒の成長や変容を捉える評価ツールの開発及び次年度に実施する第２学年の年間

計画の策定を中心に行った。令和４年度（研究３年目）は，第２学年の実施内容の分析及び次年度に

実施する第３学年の年間計画策定を中心に行った。なお，令和３，４年度は，実施内容を評価して，

全体計画及び該当学年の年間計画の見直し，改善点についても検討した。 

 

４ 研究の内容 

 (1) 「総合的な探究の時間」の計画，実施モデルの提示 

ア 「総合的な探究の時間」の趣旨等を全教職員で共通理解するための手法 

まず，カリキュラム・マネジメントの視点から「現状

把握シート（別紙１）」「ＳＷＯＴ分析（別紙２）」等を

活用して学校や生徒の現状を把握し，目指す生徒の姿や

学校目標の実現に向けた手段を全教職員で明確化，共有

化した。「現状把握シート」からは，生徒の実態や教員の

願いを明確化することができ，それを可視化することで

全教職員の間で共有を図ることができた（資料２）。ま

た，「ＳＷＯＴ分析」からは，学校の内外環境の強み，弱

みの要因を把握することができ，そこからどのような資

【資料１ 「総合的な探究の時間」の性格】 

【資料２ 「現状把握シート」の記載例】 
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源を利活用していけば特色ある取組になるかを知る手が

かりとなった（資料３）。 

続いて，学習指導要領に示されている「総合的な探究の

時間」の構造のイメージ図（資料４）を用い，各学校にお

ける３年間の全体計画を作成した。はじめに，学習指導要

領と各学校の教育目標を踏まえながら，「総合的な探究の

時間」を通して育成を目指す資質・能力を育むための目標

を定めた。そして，教科等を超えた全ての学習の基盤とな

る情報活用能力，言語能力等を駆使し，目標を実現するた

めにふさわしい探究課題と，課題の解決を通して育成を目

指す具体的な三つの資質・能力を定めた。各研究協力校は，

このイメージ図を紙面１枚に収まる形で作成（資料５，詳

細は各研究協力校の実践報告を参照）することで，各学校

での展開や生徒に身に付けさせたい資質・能力を一目で捉

えることができ，３学年のつながりを意識して展開を考え

るきっかけとなった。したがって，計画段階においては，

この全体計画を充実させていくことに重きを置いて取り

組むことが大切であると考えられる。 

 

ここで全体計画の作成に当たり，留意した点を二つ示す。 

一つ目は，各学校における学校の教育目標（全体計画の右上部分）から各学校において定める目標

（全体計画の中段上部分）を設定する過程である。実際，各学校の教育目標は，校訓という形で簡潔

に示されていることが多く，ここから育成を目指す三つの資質・能力に対応した目標を定めるのは難

しいところであったが，現状把握シートやＳＷＯＴ分析でまとめたものを手がかりにし，三つの資

質・能力にふさわしいキーワードを抜き出していくとうまく目標を定めることができた。 

二つ目は，各学校において定める内容（全体計画の中段下部分）の設定である。内容は，一から新

しいものを作り上げるのではなく，これまで実施してきたものを生かしていくスタンスで進めればよ

いが，学年間でのつながりが見えること，三つの資質・能力が育成できたかが評価できることを見据

えて定めることが必要である。 

このような留意点を踏まえ，各研究協力校は，教育目標，育成を目指す資質・能力，「総合的な探

究の時間」の目標等を踏まえた，探究の「グランドデザイン」と位置付けられる全体計画を作成する

に至った。 

【資料５ 全体計画の例】 

【資料３ 「ＳＷＯＴ分析」の記載例】 

【資料４ 「総合的な探究の時間」構造のイメージ】 
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イ 校内の組織体制づくりのための方策 

研究１年目に校務分掌主任，学年主任，探究担当等約10名の教員で構成される「総合的な探究の時

間」検討委員会を立ち上げることを依頼し，検討委員会を中心として全体計画や年間計画の原案を作

成した。また，職員会議，学年会議等を活用して原案について検討を行った。また，研究２年目から

は，実施計画の評価と見直しについて行うことも依頼した。 

そこで，校内検討委員会の在り方について明らかになったことを示す。 

まず，学校の教育課程全般に携わったり，当該学年の実態を的確に把握することが求められたりす

る機会が多いため，代表委員は教務主任，学年主任などの立場にいる教員が務めると円滑に進むこと

が分かった。次に，校内検討委員会は，授業後であると部活動や補習などの指導で時間をとられて，

思うように検討会を進められないことが見受けられた。反対に，時間割内に組み込んだ学校では，う

まく進められていたことから，できる限り時間割内に組み込んでいけるとよいことが分かった。また，

検討会は毎回委員会のメンバー全員が集合して行うのではなく，学年ごとの担当者だけで打ち合わせ

る場面を設定するなど，状況に応じて進めていくことも効果的であった。さらに，年度ごとに委員会

のメンバーを入れ替えることで，多くの教員が計画や運営に携わるような体制になった学校も見られ

た。以上のことは利点と言えるが，合わせて，検討委員会のメンバー，特に代表委員の負担は大きく

なりがちで，どのように負担を軽減していくかが課題である。 

 

(2) 「総合的な探究の時間」を通して育成を目指す資質・能力の調査方法 

ア 取組の前後で目指す資質・能力の成長，変容を明確にするための手だて 

「総合的な探究の時間」

を通して育成を目指す資

質・能力が育まれたかを測

定するため，国立教育政策

研究所から示されている

高等学校「指導と評価の一

体化」のための学習評価に

関する参考資料「総合的な

探究の時間」の中で，単元

の評価規準を作成する際のポイントに示されて

いる，育成を目指す資質・能力に対応する観点別

学習状況の観点10項目（資料６）を参考にして，

記述欄を設け５段階で回答するように「総合的な

探究の時間」に関する生徒アンケート（別紙６）

を作成した。 

令和３年度は，このアンケートを第１学年の生

徒対象に，年度末に近い時期で実施した。その結

果，どの研究協力校においても，「主体的に学習

に取り組む態度」に関わる観点（自己理解・他者

理解，主体性・協働性）で成長を感じていると回答していた（資料７）。アンケート結果は，全体計

画及び当該学年の年間計画について評価の参考とした。 

【資料６ 「総合的な探究の時間」の観点別学習状況の観点10項目】 

【資料７ アンケート結果（令和３年度）】 



- 本文 5 - 

また，令和４年度は，経年比較のため第２学年

の生徒に対して同じ調査を昨年度とほぼ同じ時期

に実施した。ある研究協力校１校の昨年度との比

較をグラフにしたものが，資料８である。その結

果，各10項目の傾向は似ており，「主体的に学習

に取り組む態度」に関わる観点（自己理解・他者

理解，主体性・協働性）で成長を感じていると回

答しているが，５段階の平均値は全体的に低くな

っていた。そこで，５段階の回答をした理由を分

析してみることにした。例えば，10項目の中で値

の低下が大きかった「日常におけるさまざまな課題には，複数の要因や背景が関係していることに気

付くようになりましたか（知識）」について，昨年度から１または２段階下方へ回答した生徒の記述

を見てみると，「一つの問題を取っても，さまざまな要因が絡み合っていることに調べ学習で気付い

たから」「小さなたくさんのことが積み重なって私たちが気付くような課題になっていることが分か

ったから」「複数の要因などが関係していて難しいと感じたから」のように，昨年度より評価を下げ

ていても記述としては十分に成長を感じていることが記されていた。このことから，探究課題に取り

組むことで，生徒が自分自身を少し厳しめに捉えていることが値の低下に結び付いたのではないかと

考えられる。したがって，値の比較だけでは，成長や変容を十分には評価できず，同時に記述内容を

分析することが必要と考えられる。 

イ 境遇活用スキル（ＣＰＦＯＳＴ）による探究学習の効果測定の結果と分析 

探究学習の取組を通して生徒の能力

に変容が見られるかどうか検証するた

め，教育心理学者のクランボルツが提

唱する「計画された偶発性」における五

つのスキル（好奇心，持続性，柔軟性，

楽観性，冒険心）に人間関係（弱い紐帯）

を加えた六つのスキルをもとに開発さ

れた，境遇活用スキル（以下，ＣＰＦＯ

ＳＴ）尺度（資料９）を用いて生徒にア

ンケート調査を行った（別紙７）。なお，ＣＰ

ＦＯＳＴ尺度とは，六つのスキルを測定する尺

度 （ 順 に ， 興 味 探 索 curiosity ， 継 続

persistence，変化flexibility，楽観optimism，

開始start，紐帯tie）に対応する英単語の頭文

字から定めた呼称である（詳細は，引用文献参

照）。令和３年度は，当研究顧問の愛知教育大

学高綱睦美准教授の御指導の下，学年当初と学

年末に近い時期で意識調査を２回実施し，各校

の生徒の実態や成長，変容の状況を把握するこ

とをねらった。令和３年度の第１学年における調査結果については，どの研究協力校も年度当初にお

【資料８ アンケート比較（１年次，２年次）】 

【資料９ キャリア意思決定に影響を及ぼす各要因】 

【資料10 ＣＰＦＯＳＴ得点結果（令和３年度）】 
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いて想定以上に高い値であった影響もあり，年度末において多くの項目で平均値が低くなっていた

（資料10）。したがって，この数値の変化から「総合的な探究の時間」を通して生徒のスキルを向上

させたとは言い難いが，年度当初の数値が高かったことを受けて，取り組む活動のレベルを少し上げ

「総合的な探究の時間」の当初計画から変更した学校も見られた。事前に生徒の状態を測定すること

で，目指す生徒の姿の基準を調整したり，取組内容を考えるための参考としたりする活用法もあるこ

とが分かった。 

次に，「総合的な探究の時間」 に関する生徒アンケートとＣＰＦＯＳＴの回答結果との２種類の

データをクロス集計して関係性を分析することにした。資料11は，研究協力校のデータ全体として分

析した結果の一部であり，縦方向は生徒アンケートの各項目における各段階の値を，横方向はＣＰＦ

ＯＳＴの回答調査の値を示している。その結果，生徒アンケートで学びがあったと回答している生徒

ほど，ＣＰＦＯＳＴの回答調査

におけるスキル値がおおむね高

い傾向があることが分かった。

また，研究協力校ごとに同じ分

析を行ってみると，それぞれ特

徴があることが分かった。分析

結果は，次年度の取組を行う際

の参考にするよう代表委員に伝

えた。 

 

 (3) 各研究協力校の実践概要 

  ア 愛知県立豊明高等学校（実践報告１） 

 これまでの「総合的な学習の時間」の時期から３学年のつながりを意識した取組を実施しており，

育成を目指す生徒像とは何かを今一度確認しながら研究を進めた。どのように工夫したら探究的な学

びになるか，各学年での取組を基に紹介する。 

  イ 愛知県立小牧南高等学校（実践報告２） 

従来から地域の課題や生徒自身の進路実現を考える活動は行われていたが，学校目標とのつながり

は薄いという課題があった。今回の研究では，学校目標とのつながりを意識して，育成を目指す資質・

能力を定め，各学年で核となる探究活動を設定し，組織的に取り組んだ。また，事例として，第２学

年の地域探究「小牧学」について紹介する。 

ウ 愛知県立新川高等学校（実践報告３） 

 「総合的な探究の時間」の趣旨を踏まえ，組織的に展開するため，校内検討委員会の構成員を毎年

半数ほど入れ替えて実施するなど全教員への浸透を意識して取り組んだ。これまで単発的に実施され

ていた内容をある程度時間をかけて取り組めるようにするなど改善を図った。また，事例として，第

１学年のフィールドワークの取組を紹介する。 

エ 愛知県立津島東高等学校（実践報告４） 

 「現状把握シート」や「ＳＷＯＴ分析」などで学校の現状や生徒の実態を的確に把握した上で「総

合的な探究の時間」の全体計画及び学年計画を策定した。全体計画や学年計画についても毎年振り返

ることで，スリム化を図るなど無理のない展開となるように改善を重ねた。また，事例として，第１

学年の地域探検学習「津島発見プレゼン」を紹介する。 

【資料11 アンケート／スキル調査のクロス集計（令和３年度）】 
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オ 愛知県立小坂井高等学校（実践報告５） 

 研究協力校指定を境にして，指導に当たる教員の体制が大きく変わったが，代表委員を中心として，

担当者の打ち合わせを時間割内の時間で行うなど，情報共有を積極的に行い，円滑に進められるよう

努めてきた。さらに，従来の効果的な部分を引き継ぎながら，各学年で核となる探究活動を計画し実

施した。また，事例として，第１学年の「地域探究」について紹介する。 

 

５ 研究まとめと今後の課題 

 成果として，全ての研究協力校において，カリキュラム・マネジメントの手法，「総合的な探究の時

間」の構造イメージ，キャリア意志決定に影響を与える理論的スキルなどを基にし，各研究協力校に

おける検討委員会を運営主体とすることで，各校独自の「総合的な探究の時間」グランドデザインと

も位置付けられる全体計画を作り上げることができた。それによって，生徒に身に付けさせたい資質・

能力をより明確にした計画を立案できたこと，生徒アンケートやスキル調査を利用して，実施計画の

見直しや改善を行うきっかけとなったこと，多くの教職員が協働して指導に当たる体制をつくること

で，生徒が学習する内容が充実してきたことなどが成果として挙げられる。今後，研究成果を広める

に当たっては，教育課程及び学年運営で核となる教員を中心として，全教員にどのように伝えていく

かが重要である。 

一方で課題は，計画の立案，実施に当たって，特定の教員，特に代表委員に多くの負担がかかって

いることが挙げられる。対応策として，例えば，検討委員会の内容を職員会議や学年会議等を活用し

て情報共有に努めたり，地域機関との連携や企業が提供している学習プログラムなど外部のリソース

を利活用したり，学期ごと，単元ごと等の短い期間で主担当を割り振り実施したりすることが考えら

れる。また，計画に多くの内容を盛り込みがちで，消化不良であったり，余裕のない展開になってい

たりする一面が見受けられた。こちらの対応策として，例えば，従来キャリア教育を扱うに当たって，

進路指導の時間と探究の時間で別々に行っていたことを一体化するなどして，スリム化に努めたり，

年度末に実施内容をまとめて評価するのではなく，学期ごとなどの短い期間での振り返り，小回りの

効いた形で改善が見いだせるよう心がけたりすることが有効であると考えられる。 
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